
原発運転期間「原則４０年」規定方針の遵守を求める意見書 

 

原子力規制委員会は原子力発電所の運転期間「原則４０年間」とした原子炉等規制法

の規定を削除する意向である。 

原発４０年ルールは、福島第１原発事故後２０１２年に定めたものである。福島第１

原発は運転開始４０年の検査に合格したばかりの事故であるため、原子力規制法に運

転期間を、原則４０年間とし、原子力規制委員会の審査を経て、１回だけ２０年延長で

きる旨の規制が盛り込まれた。 

４０年ルールを撤廃し老朽原発を動かすことは、地球上の生命を脅かす限りない危

険を伴う。 

１ 運転により原子炉が中性子にさらされることによる劣化に加え、運転休止中も 

時間の経過を伴い、配管やケーブル、ボンベ等、原発の各設備部品が劣化する。交

換できない部品も多く、電力会社の点検できる範囲も限定的である。 

２ 設計から時間が経過していることにより、個別の原発プラントに関わり、その特

徴や故障、事故の経歴を知っている熟練技術者が既にいない。 

３ 再度、我が国において原発事故が起き、大気・海洋への放射能汚染の可能性が大

きい。現在、福島原発事故後の安全な廃液処理ができずに海洋放出が行われようと

しているが、核廃棄物の海洋放出は海洋生物の放射能汚染を引き起こし、また、世

界各国への影響は大きく、各国との友好関係を壊すことになる。 

 

記 

老朽原発の運転期間制限を緩めず、少なくとも現行の原発運転期間の「４０年ルー

ル」を厳格に運用することを強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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